
応急対策フェーズにおける県による応急対策業務・支援（例）
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量

時間軸

通常
業務

休止できない通常業務

発災

災害対応体制
の整備

情報発信

支援金・義援金

災害廃棄物処理

インフラ
応急復旧

救命・救助

罹災証明・
住家被害認定

住宅確保

ボランティア対応

被災者対応

職員安否確認

物資拠点確保
物資支援要請

水食料確保

避難所対応

医療チーム出動

救出救助

災対
本部
設置

応援職員受入
（スペース・備品・宿泊施設を確保）

応援職員要請

庁舎被害確認

業務は例示
時期は目安

インフラ被害調査
緊急給水

電気・上下水道・通信の仮復旧・本復旧

道路啓開

※本資料は「市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き（内閣府）」を参考に作成。

要配慮者支援在宅避難者把握・訪問

住家被害認定（１次）

罹災証明窓口開設

応急危険度判定
ライフライン確保・復旧の応援要請

住家被害認定（２次）

みなし仮設確保

仮設住宅の
戸数算定・用地確保

罹災証明交付

被災者生活再建支援金の支給
義援金支給

義援金配分の検討

義援金・ふるさと納税受付

仮設住宅建設

災害廃棄物処理

仮置き場の確保

ボランティア受入
住民ニーズの把握

ボラセン開設

処理方針決定

発生量試算

★災害対応は県による市町への助言、支援（ヒト・モノ・カネ）や関係機関・団体との連携が不可欠。

ホームページ等による情報発信

住民等への広報

広域処理調整

マスコミ対応
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参考資料２


